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託
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財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

人事給与事務費 ○ 昭和60年度 23 1 ○ 48,488 0 7,817 40,671 ○ ○ 0

県派遣研修事業 ○ 昭和28年度 55 6 ○ 4,976 0 0 4,976 ○ ○ ○ 0

県職員特別研修（新制度の周知等） ○ 昭和40年度 43 1 ○ 2,428 0 0 2,428 ○ ○ 0

自治研修所運営事業 ○ 平成20年度 2 1 ○ 49,809 0 12,921 36,888 ○ ○ ○ ○ ○ 0

4 4 0 0 9 4 0 105,701 0 20,738 84,963 2 2 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井元気宣言の位置付け

成果指標1結果分類活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成
21年度
予算額

 財源内訳

一般会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）人事企画課

会計区分

課・室名

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人事 Ｇ
1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 23 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

54,718 41,147 100,155 21,523

54,718 53,474 99,523 30,249

54,515 53,318 99,394 30,086

998 1,092 1,113 1,075

1 2 0 2

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

人事給与事務費 含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

48,488

区　　　　　　分

活動

　職員情報や人事管理の一元的管理のため、必要不可欠なシステムである。

　今後は、人事評価制度の反映等、制度改正に伴う改修を適宜行い、一層の業務の省力化を図る。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

7,817

40,671

・１３年度～１５年度　職員情報システム開発
・１６年度　新財務システム連携のためのシステム改修
・１７年度　給与構造改革に伴うシステム改修
・１８年度　人事委員会勧告に伴うシステム改修（昇給・昇格管理）
・１９年度　共済年金集計処理方法変更、育児短時間勤務制度等に伴うシステム改修
・２０年度　職員情報システム端末、サーバ等機器更新入替
・２１年度　超過勤務割増支給、子ども手当支給に伴うシステム改修
・２２年度　人事評価システム、福利厚生システムの機能追加等改修

評価に基

づく今後

の 対 応

□

事業効果

の推移

システム化された申請事務等

成果

全部局の人事異動者数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

41.3%

4.7%

4.8%

平均伸び率

48,488

48,488

特別会計

拡　　充

継　　続

□

22年度：人事評価システム、福利厚生システム

その他

総務 人事企画

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

昭和60年度

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

■

ー

計 画 の 達 成 状 況

指標

□所属の

方　針

（単位：千円）

特　記　事　項

・17年度～　本庁各課に配置していた給与事務を各部政策推進Gに集約
　　　　　　　出先機関の給与事務の一部を合同庁舎に集約
・22年度～　給与事務担当者を事務管理課に集約

目標値、指標の積算根拠等

見　直　し　額

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

廃　　止

□

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

□

千　円

完　　了

整理統合

〕　　　＝　　　〔

2

Ⅱ2.6%

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

企業会計
会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　職員の任用、給与、勤務条件、服務等についての計画および管理を行う。

・職員情報システム経費：行政情報ネットワークを活用し、内部管理業務の全庁的な省力化を図る。

[予算額および指標の推移等]

２２年度

48,488

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 人事 Ｇ
6 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 55 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

6,202 7,431 6,232 3,919

4,657 3,895 5,601 2,676

4,223 3,718 5,299 2,676

4 5 5 4

0 1 1 0

0 0 0 2

5 2 2 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　地方公務員として幅広い知識を修得させ、職員の資質の向上を図る。

・自治大学校研修派遣(第１部課程、第１部特別課程、研修専門課程、新時代・地域経営コース)
・国内大学院研修派遣
・英語研修生研修派遣
・中国語研修生研修派遣
・大学院修学支援制度
・卓越能力支援制度

[予算額および指標の推移等]

２２年度

4,976

4,976

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

3

0

Ⅰ

千　円

□

□

ー

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

Ⅱ

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

完　　了所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

指標

□

大学院修了人数（支援事業）

■

事業開始後の見直し状況

ー

13.3%

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

県派遣研修事業 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

1.9%

-6.3%

-6.5%

派遣人数

（単位：千円）

1.7%

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

昭和28年度

総務 人事企画

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

結果分類

特　記　事　項

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

の推移

うち語学研修派遣人数

卓越職員支援制度基準到達人数成果

平均伸び率

資格取得や修学により、職員の資質を研鑽している。

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

4,976

　高度で先進的な行政手法を習得させることを目的に、時代の進展に対応した研修内容の見直しを
行いながら、中長期的な人材育成の観点から、今後とも本事業を継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 4,976

平成１４年度・国際交流短期研修の休止　・外国大学院派遣研修の隔年募集
　　　　　　　　・国際青年の翼派遣研修の廃止
平成１５年度・イタリア語派遣研修の休止　・国際交流短期研修の再開
平成１６年度・国際交流短期研修の休止
平成１９年度・外国大学院派遣研修の休止
平成２２年度・卓越職員支援制度について、語学・気象予報士に加え、職務に役
立つ３８資格を支援対象に拡充した

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

－2－



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ
1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 43 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

13,866 12,222 2,716 2,388

12,000 9,512 1,934 2,347

10,920 6,633 1,933 2,347

29 42

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

総務

そ の 他

人事企画

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属
県職員特別研修（新制度の周知等） 含まれる事業数

事 業
区 分

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

事業終了
予定年度

部（庁）

県　単 補 助 金 経過年数

その他

事務区分

自 治 事 務

法定受託事務

[事業目的]

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

昭和40年度事      業      名

　職員に対し、新たな制度等の行政を取り巻く環境変化に合わせた研修を行う。

［事業内容］

・県職員特別研修（新制度の周知等）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 2,428 -25.0%

講座数 13.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 2,428 -26.3%

決 算 額 の 推 移 2,428 -29.6%

Ⅰ

事業効果 指標 -

活動

の推移 成果

指標

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 2,428 16年度・自治研修所内研修から、従来の方法にとらわれない抜本的な見直しを
行った。（フレンドシップ研修、「新しい福井県政府の樹立」に向けた研修）
18年度・職員の意識を改革し、意欲を引き出すための重点研修を実施した。
19年度・目標管理、人事評価研修の開始
20年度・研修の企画、実施等についてアウトソーシングを実施した。

区　　　　　　分 平成２２年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 2,428

[事業の評価]

平成２１年度から管理職員に対する人事評価の勤勉手当反映が実現した。
平成２２年度から一般職員に対する人事評価の勤勉手当反映を実施する。

財源内訳

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

　行政を取り巻く環境変化に合わせて特別に研修を実施している。

■ 継　　続 □ 休　　止 □

その他特定財源

廃　　止

拡　　充 □ 縮　　減

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
そ の 他

　目標管理、人事評価制度が適切に運用されるよう、職員への周知を進めていく。

見　直　し　額 千　円

整理統合 □

□ 終期の見直し

□

完　　了

- 3 -



■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ
1 □ ■ ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

50,000 50,000

49,523 49,418

49,523 49,418

27 40

53% 53% 72% 72%

1,190 2,553

81% 100% 100%

3.8 4.0 4.1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

Ⅰ講座定員充足率（公募型研修分） 8.1% 参加人数／講座定員

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 総務 部（庁） 人事企画

事      業      名 自治研修所運営事業 含まれる事業数
事 業
区 分

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

平成20年度

県　単 補 助 金 経過年数

その他 そ の 他

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

法定受託事務

[事業目的]

国　庫 実行予算
事　業
開　始
年　度

　県・市町職員に対し各段階において、地方行政の知識・技能を付与するとともに、高い政策立案能力を養い、地方公務員としての知識・技能の一層の向上を図る。

［事業内容］

・県職員研修
・市町村職員研修
・パワーアップ研修
・特別専門研修
・営業力向上研修

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

区　　　　　　分 ２２年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 49,809 -0.1%

講座開催回数 16.0%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 49,809 -0.2%

決 算 額 の 推 移 -0.2%

Ⅰ

事業効果 指標 県外専門講師割合 11.9% Ⅰ

活動

の推移 成果 講座受講人数（公募型研修分） 114.5% パワーアップ研修、特別専門研修、営業力向上研修 Ⅰ

指標 アンケートによる評価 2.6%

特　記　事　項

 〕　／　整備目標

研修受講者アンケート調査の平均評価点 Ⅱ

〕　　　＝　　　〔

12,921

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 49,809 20年度～　県・市町職員研修、パワーアップ研修のアウトソーシングを実施
21年度～　長期的な観点から政策立案能力の高い職員の育成を図るため、
　　　　　　　３年間の長期継続契約とした。
21年度～　営業力向上研修を開始
22年度　　 人材育成基本方針策定

区　　　　　　分 平成２２年度予算額 事業開始後の見直し状況

一　般　財　源 36,888

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

■

□

　外部委託したことにより、県内外で活躍している民間企業の関係者や大学の研究者を講師として
招聘したり、委託先所属に所属している様々な分野の専属講師を活用して研修の目的に応じた最適
な研修が実施できた。 □ 継　　続 □ 休　　止 □

その他特定財源

廃　　止

拡　　充 □ 縮　　減

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
そ の 他

　行政を取り巻く環境は劇的に変動しており、政策や制度もそれに合わせて常に変動している。こ
のような変動に俊敏に対応し、職員の能力向上に効果的・効率的な研修の実施に努めていく。
　営業力向上研修については、本県の魅力を国内外へ売り込む営業力を強化するため、実践的な研
修を計画的に実施する。
　また、人材育成基本方針に基づき、職員の専門性を高めていくため、研修体制を強化していく。

見　直　し　額 千　円

整理統合 □

□ 終期の見直し

□

完　　了

- 4 -


